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高年齢者雇用安定法（高齢法）の改正で、企業に「70歳まで働く機会の確保」の努力義
務化が来年4月より適用。以下ではこれを「70歳雇用延長制度」と記載。

１．70歳定年時代の到来

定年廃止1

定年延長2

契約社員などで継続雇用3

他社への再就職4

フリーランス契約5

起業支援6

社会貢献活動支援7
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60歳～64歳層では、2013年に施行された65歳までの雇用義務化により、就業率および正規
雇用の割合が増加。ポスト団塊世代の今後の動向が注目される。

１．70歳定年時代の到来

出所）労働力調査（総務省）より作成
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民間企業側は、70歳までの雇用延長に対して、約8割は「比較的現実的な問題」と認識。
果たして、シニア世代の意識とは一致しているのだろうか。

１．70歳定年時代の到来

70歳までの雇用に対する企業側の捉え方
「70歳までの社員の就業を受け入れる事について、どのように感じますか」に対する回答

出所）Hrproのホームページより作成
調査実施企業：株式会社ライフワークス
調査名：「70歳就労社会に関する調査」
調査対象：従業員1000名以上の企業を中心とした人事担当者
調査期間：2019年2月26日～3月5日
https://www.hrpro.co.jp/trend_news.php?news_no=978

78.2%

21.8%

現実的と考えられる 非現実的だ

https://www.hrpro.co.jp/trend_news.php?news_no=978
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2020年に実施した「変わるシニア世代の就業意識・行動」（NRI社会情報システム）の概要
２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

 目的
 シニア世代の就業状況や働く意識、さらにはライフスタイル、価値観など行動実態を把握し、
今後のシニア就労機会拡大に向けた考察、提言を行う

 調査方法
 野村総合研究所が提供するインターネット調査サービス「TrueNavi」によるアンケート

 調査時期
 2020年３月

 回答者
 人数： 2500人 （昨年回答した方は今回の対象外）
 年齢・性別： 平成29年人口推計（国勢調査ベース）をもとに人口比率で割り付け

男性 55-59歳 238 60-64歳 242 65-69歳 301 70-74歳 228 75-79歳 189
女性 55-59歳 239 60-64歳 249 65-69歳 321 70-74歳 259 75-79歳 234

 地域：
北海道：125 東北：120 北関東：112 東京：406 南関東：640 甲信越： 66
北陸： 37 東海：232 近畿： 442 中国： 91 四国： 57 九州・沖縄： 172

 注意事項
 結果数値(％)は、各設問の回答者数を分母として算出した各回答の比率であり、四捨五入により内訳の合計が計に一致しないことがある。
 複数回答の設問で、結果数値が低いなどの理由により、すべての選択肢を表示していない場合がある。また、サンプル数が少ない場合は、集

計結果から除外している。
 インターネット調査のため、IT利用状況などは、日本全体の平均よりも高めに出る傾向がある。
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36.8%

2.2%
7.3%

53.7%

就業中 求職活動中 潜在的求職者 働きたくない

55～79歳の回答者のうち、仕事をしている人は37％。男性の就業率は60～64歳の約70%
が、65歳を境に約40%に大きく減少。女性の55～64歳層では、「いずれは働きたいと思ってい
る」潜在的求職者が約15%と、男性に比べ多く存在。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

就業状況
就業状況（男女・年齢別）

0 20 40 60 80 100

男性55～59歳(N=238)

男性60～64歳(N=242)

男性65～69歳(N=301)

男性70～74歳(N=228)

男性75～79歳(N=189)

女性55～59歳(N=239)

女性60～64歳(N=249)

女性65～69歳(N=321)

女性70～74歳(N=259)

女性75～79歳(N=234)

就業中 求職活動中 潜在的求職者 働きたくない

注）「求職活動中」は、現在は働いていないが、求職活動をしている人、
「潜在的求職者」は、現在は求職活動を行っていないが、いずれは
働きたいと思っている人

（％）

(N=2500)
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39.2%

31.8%

1.7%

0.4%

11.3%

13.8%

1.7%

正社員（定年後の再雇用を含む）
パートや嘱託など
組織に所属した臨時・短期の仕事
インターネット経由で受注する仕事
フリーランス・個人事業主
自営業
その他

就業者のうち正社員の割合は39％。男性は年齢とともに急激に正社員の割合が減少し、就
業形態が多様化。女性は70歳代半ばまで、パート・嘱託が最も多い状況が続く。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

就業形態
＜就業者に限定＞

就業形態（男女・年齢別）
＜就業者に限定＞

（％）
0 20 40 60 80 100

男性55～59歳(N=200)

男性60～64歳(N=171)

男性65～69歳(N=122)

男性70～74歳(N=62)

男性75～79歳(N=27)

女性55～59歳(N=106)

女性60～64歳(N=88)

女性65～69歳(N=73)

女性70～74歳(N=47)

女性75～79歳(N=23)

正社員（定年後の再雇用を含む） パートや嘱託など
組織に所属した臨時・短期の仕事 インターネット経由で受注する仕事
フリーランス・個人事業主 自営業
その他

(N=919)
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正社員で働く人の3/4は、定年制度の下で就労。定年前のシニアが考える定年後の働き方は
多様であり、「再雇用制度で同じ職場で働く」と考える人は半数弱。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向
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3.1 68.8 18.8 6.3 3.1
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増加した 変わらない １～２割減少した
３～４割減少した ５割以上減少した

定年後も正社員として働く人の8割は、再雇用制度等を利用して定年前と同じ職場で働いてい
る。定年前と比べ、労働時間や仕事内容は変わらない割合が高いが、約7割で賃金は減少。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

79.7%

1.6%
12.5%

6.3%

会社の再雇用制度等を利用して引き続き同じ職場で働いている

会社の再雇用制度等を利用して定年前とは違う職場で働いている

定年前とは別の勤務先で働いている

その他

定年後の正社員の働き方
＜定年後の正社員に限定＞

定年前と比較した労働時間の変化

定年前と比較した仕事内容の変化
（％）

（％）
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仕事の満足度は年齢とともに高まり、女性の方が、どの年齢でも男性より満足度が高い。
就業形態別にみると、正社員の満足度が必ずしも高くない点も興味深い。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向
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自営業(N=127)

仕事に対する満足度＜就業者に限定＞

総合評価・男女年齢別 就業形態別・評価項目別
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総合的な仕事の満足度と、給与・報酬の水準の満足度には相関関係があるが、給与・報酬
の満足度を、総合評価よりも低く回答する人も多く存在。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

仕事の満足度の分布（総合評価×給与・報酬の水準）＜就業者に限定＞
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0 10 20 30 40 50 60

管理的職業(N=107)
専門的・技術的職業(N=74)
事務的職業(N=84)
販売・サービス職業(N=43)
技能的職業(N=52)

0 10 20 30 40

給与・報酬の水準が期待より低い

労働時間に比較して給与・報酬が少ない

福利厚生が良くない

労働時間が長い

経験やスキルを活かすことができない

体力的にきつい

職場の人間関係が良くない

通勤時間が長い 正社員(N=360)
パート・嘱託(N=292)

「給与・報酬が期待より低い」という仕事への不満が多い。パート・嘱託と比べ、正社員でその
傾向が強いが、その中にあって管理的職業従事者は不満が低い。専門的・技術的職業は
「労働時間が長い」こと、技能的職業は「福利厚生」や「体力面の負担」に不満が多い。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

仕事に対する不満点（職業別）
＜正社員に限定＞

（％）（％）

仕事に対する不満点（就業形態別）
＜正社員とパート・嘱託の就業者に限定＞

注）販売・サービス職業： 販売、サービスの職業の合計
技能的職業： 保安、農林漁業、生産工程、輸送・機械運転、建設・採掘、運搬・清掃・包装等の職業の合計

(複数回答) (複数回答)
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24.7

21.3

0 10 20 30 40 50

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

男性 女性

給与・報酬に関する不満は、男女とも 55～59歳で強い。但し男性が、「期待に対して低い」
と感じるのに対して、女性は、「労働時間に対して低い」と感じており、傾向の相違がある。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

仕事に対する不満点（男女・年齢別）＜就業者に限定＞

給与・報酬の水準が期待より低い 給与・報酬の水準が不安定である
労働時間に比較して
給与・報酬が少ない

（％） （％）（％）

（男性N=200
女性N＝106）

（男性N=171
女性N＝88）

（男性N=122
女性N＝73）

（男性N=62
女性N＝47）

16.0

14.6

10.7

9.7

16.0

11.4

4.1

4.3

0 5 10 15 20

男性 女性

(複数回答)
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21.7
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13.7

10.6

0 10 20 30

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

男性 女性

男性に比べ、女性は「福利厚生が良くない」 、「体力的にきつい」、「職場の人間関係が良く
ない」に不満を抱く割合が高い。人間関係への不満は、年齢とともに弱まる傾向。

２．アンケート結果に見るシニア就労の動向

仕事に対する不満点（男女・年齢別）＜就業者に限定＞

（％）（％）（％）

（男性N=200
女性N＝106）

（男性N=171
女性N＝88）

（男性N=122
女性N＝73）

（男性N=62
女性N＝47）

福利厚生が良くない 体力的にきつい 職場の人間関係が良くない

(複数回答)
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70歳雇用延長制度について、「内容をよく知っている」人は、2割。２/３は名前を聞いたこと
がある程度の理解にとどまる。男女ともに、年齢が上がるほど認知度は高まる傾向。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への認知度

男女・年齢別

20.1%

67.5%

12.4%

内容をよく知っている
聞いたことはあるが、内容はよく知らない
知らなかった

0 20 40 60 80 100

男性55～59歳(N=238)

男性60～64歳(N=242)

男性65～69歳(N=301)

男性70～74歳(N=228)

男性75～79歳(N=189)

女性55～59歳(N=239)

女性60～64歳(N=249)

女性65～69歳(N=321)

女性70～74歳(N=259)

女性75～79歳(N=234)

内容をよく知っている
聞いたことはあるが、内容はよく知らない
知らなかった

（％）

全体

(N=2500)
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0 20 40 60 80 100

管理的職業(N=107)

専門的・技術的職業(N=74)

事務的職業(N=84)

販売・サービス職業(N=43)

技能的職業(N=52)

内容をよく知っている
聞いたことはあるが、内容はよく知らない
知らなかった

0 20 40 60 80 100

建設業(N=19)
製造業(N=73)

情報通信業(N=20)
卸・小売業(N=47)

金融・保険業(N=18)
不動産業・物品賃貸業(N=22)

運輸業・郵便業(N=18)
学術研究・専門技術サービス業(N=9)

教育・学習支援業(N=26)
医療・福祉業(N=27)

上記以外のサービス業(N=41)
公務員(N=12)
その他(N=28)

内容をよく知っている
聞いたことはあるが、内容はよく知らない
知らなかった

建設業、製造業、卸小売業などにおいて内容をよく知っている割合が高い。職業別では、管
理的職業において高く、専門的・技術的職業は非常に低い傾向にある。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

産業別
（％）（％）

注）その他には、農林漁業、電気・ガス熱供給・水道業、宿泊・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業が含まれる。

70歳雇用延長制度への認知度＜正社員に限定＞

職業別
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現在の仕事の満足度と、70歳雇用延長制度の「内容をよく知っている」割合には、関係性が
ある。現在の仕事に満足している人は、将来の雇用延長に対して高い関心をもつ。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への認知度＜就業者に限定＞

仕事に対する満足度別

（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0～2点(N=48)

3～5点(N=266)

6～8点(N=500)

9～10点(N=105)

内容をよく知っている 聞いたことはあるが、内容はよく知らない 知らなかった

満足していない

満足している
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制度をよく知っているシニア層は、新聞・雑誌・書籍など活字媒体を利用している割合が高
い。テレビ番組やクチコミは、制度の認知にはあまり影響していない。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への認知度別にみた利用している情報源

0

10

20

30

40

50

60

70

80

内容をよく知っている(N=503) 聞いたことはあるが、内容はよく知らない(N=1688) 知らなかった(N=309)

（％）

活字媒体

(複数回答)
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70歳雇用延長制度に対して、半数強がプラスの評価をしている。前述した企業側の評価と比
較すると、マイナスの評価、もしくはわからないとする人も、少なからず存在する。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への賛否
70歳までの雇用に対する企業側の捉え方（再掲）

78.2%

21.8%

現実的と考えられる 非現実的だ

(N=2500)

18.2%

35.7%17.0%

11.8%

17.4%

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない
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0 20 40 60 80 100

男性55～59歳(N=238)

男性60～64歳(N=242)

男性65～69歳(N=301)

男性70～74歳(N=228)

男性75～79歳(N=189)

女性55～59歳(N=239)

女性60～64歳(N=249)

女性65～69歳(N=321)

女性70～74歳(N=259)

女性75～79歳(N=234)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

男女とも、 65歳未満では、「良い制度」と評価する割合は半分に届かないが、年齢が上がる
ほど割合は高くなる。内容をよく知っている人ほど、プラスの評価をしている。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

0 20 40 60 80 100

内容をよく知っている(N=503)

聞いたことはあるが、内容はよく知らない
(N=1688)

知らなかった(N=309)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

認知度別

（％）

男女・年齢別

（％）

70歳雇用延長制度への賛否
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求職活動中の人は、70歳雇用延長制度を高く評価。制度の恩恵を受けるはずの正社員は、
他の就業形態と比較して、必ずしも制度への評価が高くない。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への賛否

（％）

就業状況別
0 20 40 60 80 100

就業中計(N=919)

うち正社員(N=360)

うちパート・嘱託(N=292)

うちフリーランス・個人事業主(N=104)

うち自営業主及び家族従業者(N=127)

求職活動中(N=54)

潜在的求職者(N=183)

働きたくない(N=1344)

良い制度だと思う どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う 良い制度ではないと思う
分からない
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0 20 40 60 80 100

建設業(N=19)
製造業(N=73)

情報通信業(N=20)
卸・小売業(N=47)

金融・保険業(N=18)
不動産業・物品賃貸業(N=22)

運輸業・郵便業(N=18)
学術研究・専門技術サービス業(N=9)

教育・学習支援業(N=26)
医療・福祉業(N=27)

上記以外のサービス業(N=41)
公務員(N=12)
その他(N=28)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

0 20 40 60 80 100

管理的職業(N=107)

専門的・技術的職業(N=74)

事務的職業(N=84)

販売・サービス職業(N=43)

技能的職業(N=52)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

金融・保険業、運輸・郵便業、建設業などで、制度への評価が高い傾向が見られる。職業別
には、大きな差は見られない。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への賛否＜正社員に限定＞

（％）（％）

産業別 職業別
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全産業

建設業

製造業

情報通信業
卸・小売業

金融・保険業
不動産業・物
品賃貸業

運輸業・郵便業

学術研究・専門技術サービス業

教育・学習支援業

医療・福祉業 上記以外の
サービス業

公務員

その他

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

0 5 10 15 20 25 30

産業特性によりばらつきはあるが、65歳以上の正社員が多く働いている産業ほど、70歳雇用
延長制度を高く評価する関係性が確認できる。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

65歳以上の正社員就業者比率と70歳雇用延長制度への賛成比率の関係性（産業別）
＜正社員に限定＞

65歳以上の就業者比率（2015年国勢調査）

70
歳
雇
用
延
長
制
度
へ
の
賛
成
比
率(*)

（％）

（％）
(*)「良い制度だと思う」＋
「どちらかといえば良い制度
だと思う」の回答比率



26Copyright（C） NRI Social Information System Services, Ltd. All rights reserved.

健康な人ほど、70歳雇用延長制度を高く評価。金融資産保有額と制度の賛否との間には、
明確な関係性は見られない。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

0 20 40 60 80 100

非常に健康である(N=134)

まあ健康である(N=1728)

あまり健康でない(N=526)

健康でない(N=112)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

（％）

健康状況別

70歳雇用延長制度への賛否
金融資産保有額別

（％）
0 20 40 60 80 100

なし～200万円(N=302)

201～700万円(N=503)

701～2000万円(N=421)

2001万円以上(N=535)

答えたくない(N=739)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない
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現在の仕事の満足度が高い人ほど制度を高く評価している。また、生活の満足度についても
同様の傾向である。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

70歳雇用延長制度への賛否
生活の満足度別現在の仕事の満足度別

0 20 40 60 80 100

0～2点(N=138)

3～5点(N=685)

6～8点(N=1457)

9～10点(N=220)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

＜就業者に限定＞
0 20 40 60 80 100

0～2点(N=48)

3～5点(N=266)

6～8点(N=500)

9～10点(N=105)

良い制度だと思う
どちらかと言えば良い制度だと思う
どちらかと言うと良い制度ではないと思う
良い制度ではないと思う
分からない

（％） （％）
満足していない

満足している

満足していない

満足している
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制度を高く評価する人ほど、70歳を更に越えて働き続けたいと考えている。但し、評価が低く
ても、70歳近くまで働く意向はある。

３．70歳雇用延長制度への認知と賛否

何歳まで働きたいか（70歳雇用延長制度への賛否別）
＜現在の仕事の終了後に働きたいと考えている人に限定＞

73.7 

72.2 

70.0 

69.2 

70.8 

64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74

良い制度だと思う(N=171)

どちらかと言えば良い制度だと思う(N=270)

どちらかと言うと良い制度ではないと思う(N=107)

良い制度ではないと思う(N=52)

分からない(N=99)

将来働きたい人699人の平均
71.9歳

（歳）
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アンケート結果に見るシニア就労の動向

70歳定年時代の到来01

02

70歳雇用延長制度への認知と賛否03

70歳雇用延長制度の利用可能性04

05 70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題
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27.2%

23.3%
38.2%

11.3%

70歳まで（以降も）働くつもりである
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない
分からない

0 20 40 60 80 100

正社員 男性55～59歳(N=140)

男性60～64歳(N=85)

女性55～59歳(N=36)

女性60～64歳(N=22)

70歳まで（以降も）働くつもりである
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない
分からない

今後、雇用延長制度の適用対象となる、正社員として働く55～64歳の半数が、制度を利用
して70歳まで働きたいと考えている。男女ともに、年齢が上がるにつれ、その意向は強まる。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

雇用延長制度を利用した70歳までの就業意向
＜55歳～64歳の正社員に限定＞

（％）

男女・年齢別全体

(N=283)
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0 20 40 60 80 100

良い制度だと思う(N=52)

どちらかと言えば良い制度だと思う(N=87)

どちらかと言うと良い制度ではないと思う(N=54)

良い制度ではないと思う(N=41)

分からない(N=49)

70歳まで（以降も）働くつもりである 多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない 分からない

正社員として働く55～64歳にとって、制度を評価する人ほど、制度を用いてより長く働き続け
たいと考える関係性がある。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

（％）

雇用延長制度を利用した70歳までの就業意向（制度への賛否別）
＜55歳～64歳の正社員に限定＞
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0 20 40 60 80 100

管理的職業(N=77)

専門的・技術的職業(N=61)

事務的職業(N=73)

販売・サービス職業(N=32)

技能的職業(N=40)

70歳まで（以降も）働くつもりである
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない
分からない

制度を利用した70歳までの就業意向は、産業によるばらつきが大きく、運輸業・郵便業では
非常に高い。一方、職業別では、販売・サービス職業では、その割合が低い。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

（％） （％）

産業別 職業別
0 20 40 60 80 100

建設業(N=12)
製造業(N=56)

情報通信業(N=15)
卸・小売業(N=37)

金融・保険業(N=15)
不動産業・物品賃貸業(N=16)

運輸業・郵便業(N=17)
学術研究・専門技術サービス業(N=7)

教育・学習支援業(N=23)
医療・福祉業(N=19)

上記以外のサービス業(N=29)
公務員(N=12)
その他(N=25)

70歳まで（以降も）働くつもりである
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない
分からない

雇用延長制度を利用した70歳までの就業意向
＜55歳～64歳の正社員に限定＞
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現在の仕事への満足度が高いほど、制度を用いて70歳まで（以降も）働きたいと考えてい
る。一方、生活の満足度とは、さほど関係はない。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

生活の満足度別仕事の満足度別

雇用延長制度を利用した70歳までの就業意向
＜55歳～64歳の正社員に限定＞

0 20 40 60 80 100

0～2点(N=23）

3～5点(N=87)

6～8点(N=159)

9～10点(N=14)

70歳まで（以降も）働くつもりであ
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない
分からない

（％）
0 20 40 60 80 100

0～2点(N=21)

3～5点(N=100)

6～8点(N=142)

9～10点(N=20)

70歳まで（以降も）働くつもりである
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくない
分からない

（％）
満足していない

満足している

満足していない

満足している
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健康な人ほど、制度を利用してより長く働きたいと考えている。金融資産保有額との相関関
係は見られないことから、シニア世代の働く理由が、経済的理由だけではないことがわかる。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

健康状況別 金融資産保有額別

雇用延長制度を利用した70歳までの就業意向
＜55歳～64歳の正社員に限定＞

0 20 40 60 80 100

なし～200万円(N=38)

201～700万円(N=49)

701～2000万円(N=58)

2001万円以上(N=76)

答えたくない(N=62)

70歳まで（以降も）働くつもりである
多分、70歳まで働くと思う
70歳までは働きたくな
分からない

（％）
0 20 40 60 80 100

非常に健康である(N=20)

まあ健康である(N=202)

あまり健康でない(N=54)

健康でない(N=7)

（％）
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制度を用いた70歳までの働き方としては、「兼業で別の仕事にも取り組みたい」の希望が多
い。50歳代よりも60歳代、ブルーカラー系よりもホワイトカラー系の職業において、その希望は強
い。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

年齢別 職業別

雇用延長制度を利用して70歳までに行ってみたい働き方
＜55歳～64歳の正社員に限定＞

0 20 40 60

兼業で別の仕事にも取り組みたい

現在とは違う企業で再雇用

資金提供を受けてフリーランスで働きたい

支援を受けて起業したい

資金等の提供を受けてＮＰＯ活動

その他の働き方をしたい
55～59歳(N=83)
60～64歳(N=60)

0 20 40 60

管理的職業(N=38)
専門的・技術的職業(N=31)
事務的職業(N=29)
販売・サービス職業(N=18)
技能的職業(N=27)

（％） （％）

(複数回答)
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70歳まで働くことへの不安は、「体力的に働き続けられるか」が多い。職業別には、ホワイトカ
ラー系職業とくらべ、技能的職業と、販売・サービス職業の従事者においてその傾向が強い。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

年齢別 職業別

雇用延長制度を利用して70歳まで働くことに対し抱く不安
＜55歳～64歳の正社員に限定＞

0 20 40 60 80

管理的職業(N=38)
専門的・技術的職業(N=31)
事務的職業N=29)
販売・サービス職業((N=18)
技能的職業(N=27)

（％） （％）
0 20 40 60 80

体力的に働き続けることができるか

自分の知識や経験を活かすことができるか

新しい技術や仕事の方法についていけるか

若い従業員と一緒に仕事ができるか

年下の上司から指示を受けること

その他

55～59歳(N=83)
60～64歳(N=60)

(複数回答)
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制度を用いて70歳まで働きたいと思わない理由は、 50歳代では「趣味など好きなことに時間
を使いたい」が多いが、 60歳代になると「年金や貯金を取り崩せば大丈夫」の割合が増える。

４．70歳雇用延長制度の利用可能性

年齢別 職業別

雇用延長制度を利用して70歳まで働きたいと思わない理由
＜55歳～64歳の正社員に限定＞

（％）
0 10 20 30 40 50 60 70

管理的職業(N=33)
専門的・技術的職業(N=23)
事務的職業N=31)
販売・サービス職業((N=10)
技能的職業(N=11)

（％）
0 10 20 30 40 50 60 70

働かなくても生活できる資産を持っている

年金や貯金を取り崩せば大丈夫

趣味など好きなことに時間を使いたい

組織の中で指示を受けたくない

家族や親戚の介護・看病のため働くことがで
きない

健康上の理由で働くことができない

その他
55～59歳(N=71)
60～64歳(N=37)

(複数回答)
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アンケート結果に見るシニア就労の動向

70歳定年時代の到来01

02

70歳雇用延長制度への認知と賛否03

70歳雇用延長制度の利用可能性04

70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題05
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課題1 60歳後半から高まる就業ニーズの多様化への対応
正社員の定年後の就業形態は多様化する。必ずしも同じ企業で働き続けたいわけではない。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題
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その他
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正社員（定年後の再雇用を含
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インターネット経由で受注する仕
事
フリーランス・個人事業主

自営業

その他

（％）
就業状況
（N=2,500）

就業形態
（N=919）

定年制度
（N=360）

定年の前後
（N=264）

定年後の働き方予想
（N=200）

就
業
形
態
の
多
様
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課題1 60歳後半から高まる就業ニーズの多様化への対応
55～59歳男性が考える定年後の働き方は多様化し、正社員へのこだわりは急速に弱くな
る。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

55～59歳男性が考える将来の働き方 55～59歳男性正社員が考える将来の働き方
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自営業 フリーランス・個人事業主

インターネット経由で受注する仕事 組織に所属した臨時・短期の仕事

パートや嘱託など 正社員再雇用を含む）
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パートや嘱託など 正社員再雇用を含む）

（％）（％）
(N=140)(N=238)
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課題2 希望する仕事内容（職業・産業）のミスマッチの防止
将来働きたい産業・職業は男女間でも大きく異なる。就労ニーズと、求人ニーズの間のマッチン
グは、シニア世代の場合容易ではない。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

0 10 20 30

農林漁業
建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
卸・小売業

金融・保険業
不動産業・物品賃貸業

運輸業・郵便業
学術研究・専門技術サービス業

宿泊・飲食サービス業
生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業
医療・福祉業

上記以外のサービス業
公務員
その他

男性(N=404) 女性(N=295)

13.6

29.7

20.8

17.8 

30.2

2.4

15.6

30.5

27.1 

17.0

0 10 20 30

管理的職業

専門的・技術的職業

事務的職業

販売・サービス職業

技能的職業

男性(N=404) 女性(N=295)

将来働きたい産業分野
＜現在の仕事の終了後に働きたいと考えている人に限定＞

将来働きたい職業分野
＜現在の仕事の終了後に働きたいと考えている人に限定＞

（％） （％）
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課題2 希望する仕事内容（職業・産業）のミスマッチの防止
現在と同じ分野で働き続けたい割合と、他の分野から移って働きたい割合に分解すると、産
業・職業分野ごとの特徴がよくあらわれている。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

他
産
業
か
ら
移
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て
働
き
た
い
人
の
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合 建設業
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技能的職業
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（％）

同一産業分野で働きたい人の割合 同一職業分野で働きたい人の割合
注） 他産業から移って働きたい人の割合＝（当該産業に他産業から移って働きたい人）÷（各産業において同一産業で働きたくない人の合計値）

他職業から移って働きたい人の割合＝（当該職業に他職業から移って働きたい人）÷（各職業において同一職業で働きたくない人の合計値）

将来働きたい産業分野
＜現在の仕事の終了後に働きたいと考えている人に限定＞

将来働きたい職業分野
＜現在の仕事の終了後に働きたいと考えている人に限定＞
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課題2 希望する仕事内容（職業・産業）のミスマッチの防止
専門的・技術的職業従事者の割合が高い産業では、同一産業で続けて働きたいと考える傾
向が強い一方、技能的職業の場合は、同一産業への残留意向に対し影響しない。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

専門的・技術的職業従事者比率と
将来働きたい産業分野

技能的職業従事者比率と
将来働きたい産業分野
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技能的職業従事者の割合（65歳以上）

同
一
産
業
分
野
で
働
き
た
い
人
の
割
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（％）

（％） （％）
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健康である限り
22.1%

８０歳くらい
4.4%

７５歳くらい
38.2%

７０歳くらい
32.4%

６５歳くらい
2.9%

課題3 70歳超における就業へのスムーズな移行
制度を利用して70歳まで働きたい人は、平均72.8歳まで働きたいと考えており、70歳を節目
とせず、長く働きたい人は多い。70歳以降の就業に上手く移行することが重要。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

実際に働き続けたい目標年齢
＜55-64歳の正社員で、制度を利用して70歳まで（以降も）働くつもりの人に限定＞

(N=68)
平均年齢＝72.8歳
（注）「健康である限り」は平均年齢の計算には使用していない

70歳を節目とは
考えていない（64.7%）
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課題4 兼業ニーズへの対応
産業別に、同一産業で引き続き働きたい割合と、兼業への関心の関係性をみると、4グループ
に大別される。産業分野ごとの特徴が強く反映されている。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

同一産業で引き続き働きたい割合と兼業への関心の関係性

同一産業分野で引き続き働きたい割合

兼
業
へ
の
関
心
の
割
合

（％）

（％）
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卸・小売業

金融・保険業

不動産業・物品賃貸業

運輸業・郵便業

教育・学習支援業

医療・福祉業

上記以外のサービス業
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同じ産業に留まること
を希望する一方、兼
業への関心も高い

同じ産業に留まるこ
とを希望するが、兼
業への関心は低い

同じ産業への
残留も、兼業
もどちらも関心
が低い

同じ産業に留まりたい希望
は少なく、他の産業での兼
業に関心が高い

(N=143)
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課題4 兼業ニーズへの対応
兼業に関心をもつ人は、そうでない人に比べ、「生きがい」、「時間的余裕」、「健康維持」を理
由に働きたい。また、「趣味を活かせる仕事」や、「体力的に負担が少ない仕事」を行いたい。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

今後働きたい理由（兼業への関心の有無別）
＜55-64歳の正社員で、制度を利用して70歳まで働くつもりの人に限定＞

今後働きたい仕事（兼業への関心の有無別）
＜55-64歳の正社員で、制度を利用して70歳まで働くつもりの人に限定＞
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自宅の近くや自宅でできる仕事

趣味ややりたいことを活かせる仕事

新たな経験を積むことができる仕事

地域や社会に貢献できる仕事

気楽にできる仕事

体力的に負担の少ない仕事

仲間が増える仕事

ひとりでできる仕事

今の仕事を続けつつ、兼業で別の仕事にも取り組みたい(N=75)
兼業には関心がない(N=43)

（％）
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16.0 
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20.9 
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67.4 

0 20 40 60 80

生きがい、自己実現
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仲間づくり

時間的余裕

健康維持・増進

経済的理由

今の仕事を続けつつ、兼業で別の仕事にも取り組みたい(N=75)
兼業には関心がない(N=43)

（％）

(複数回答) (複数回答)
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課題4 兼業ニーズへの対応
兼業に関心をもつ人は、週5日フルタイムで働くことを希望し、月額21万円以上の収入を希望
している。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

78.7 
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1.3 

58.1 

34.9 
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週5日フルタイムで働きたい

週3日程度（フルタイムの半分程
度）働きたい

週1回程度（月３～4日程度）働
きたい

不定期で希望する時に働きたい

その他

今の仕事を続けつつ、兼業で別の仕事にも取り組みたい(N=75)
兼業には関心がない(N=43)
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14.7 
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14.0 

11.6 

16.3 

51.2 
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2.3 
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月額１～５万円

月額６～１０万円

月額１１～１５万円

月額１６～２０万円

月額２１万円以上

いくらでもよい

わからない

今の仕事を続けつつ、兼業で別の仕事にも取り組みたい(N=75)
兼業には関心がない(N=43)

（％） （％）

今後希望する働き方（兼業への関心の有無別）
＜55-64歳の正社員で、制度を利用して70歳まで働くつもりの人に限定＞

今後希望する収入（兼業への関心の有無別）
＜55-64歳の正社員で、制度を利用して70歳まで働くつもりの人に限定＞
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0 10 20 30 40 50 60

現役時代の知識やスキルを活かせる仕事

体力的に負担の少ない仕事

自宅の近くや自宅でできる仕事

気楽にできる仕事

趣味ややりたいことを活かせる仕事

ひとりでできる仕事

地域や社会に貢献できる仕事

男性55～59歳(N=157) 男性60～64歳(N=110)
女性55～59歳(N=108) 女性60～64歳(N=80)

課題5 アフタコロナの働き方 高齢者のテレワーク推進
「自宅の近くや自宅で働きたい」「現役時代の知識を活かしたい」とするシニアのニーズはテレ
ワークには適している一方で、「ひとりでできる仕事」を希望していない点は考慮すべきである。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

次の仕事で希望する内容（男女・年齢別）
＜現在の仕事の終了後に働きたいと考えている55～64歳層に限定＞

（％）
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(N=2500)

(複数回答)
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（参考）課題5 アフタコロナの働き方 高齢者のテレワーク推進
スマートフォンを用いたサービス利用率は、年齢が上がるほど低下するが、前年に比べた増加率
は高くなる。特に、SNSや情報収集系サービスでは、70歳代後半の増加率が一番高い。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

0

20

40

60

0
20
40
60
80

100
%% SNSの利用状況

利用率(左目盛) 前年比(右目盛)

0

20

40

60

0
20
40
60
80

100
%% ニュースの閲覧状況

利用率(左目盛) 前年比(右目盛)

0

20

40

60

0
20
40
60
80

100
%% 天気予報の利用状況

利用率(左目盛) 前年比(右目盛)

0

20

40

60

0
20
40
60
80

100
%% 地図検索の利用状況

利用率(左目盛) 前年比(右目盛)

0

20

40

60

0
20
40
60
80

100
%% ネットショッピングの利用状況

利用率(左目盛) 前年比(右目盛)



50Copyright（C） NRI Social Information System Services, Ltd. All rights reserved.

70歳まで就業を促進するためには、高齢法の適用対象の拡大、70歳超の就業に繋がる兼業
の推進、シニア人材のテレワークの推進などの方策を講じることが望まれる。

５．70歳雇用延長制度の普及促進に向けた課題

対応策3
シニア層向けのテレワーク環境
の整備と、事務的職業の就業
機会の創出（シニア向けサテライ
トオフィスの創設など）

対応策1
高齢者雇用安定法における
選択可能な働き方の拡大
（組織に所属した働き方など）

対応策2
70歳超の働き方への円滑な
移行に繋がる兼業を、65歳以
降において推進（シニア版ポー
トフォリオワーカー）

課題１
就業ニーズ
の多様化へ
の対応

課題２
希望する仕
事内容の偏
在への対応

課題３
70歳超の就
業へのスムー
ズな移行

課題４
兼業ニーズ
への対応

課題５
高齢者のテ
レワーク推進

想定される対応策

アフタコロナ
時代からの
要請

就業の
安定

リスク
分散

職住
近接
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